国家公務員法等の一部を改正する法律案が審議入り-11/22

　11月22日、国家公務員法等の一部を改正する法律案について、12時からの衆議院本会議で趣旨説明、引き続き13時10分からの衆議院内閣委員会で審議入りした。

一、本会議について

　稲田大臣の趣旨説明、民主党、日本維新の会、みんなの党の３党から関係閣僚に対する質疑が行われた。民主党からは小川淳也衆議院議員が会派を代表して質問に立った。

１．稲田大臣による趣旨、概要説明

　「現在わが国は様々な課題に直面しており、これらを迅速に解決し､強い日本を取り戻していく必要がある。重要政策に対応した戦略的人材配置を実現し、各府省一体となった行政運営を確保するとともに、政府としての総合的人材戦略を確立し、職員一人ひとりが責任と誇りを持って職務を遂行できるよう国家公務員制度改革が急務となっている」と述べ、概要について以下の通り説明した。

(1) 幹部職員人事の一元管理等に関する措置

　　幹部職に係る任用については、内閣官房長官が適格性審査を行った上で作成する幹部候補者名簿に記載された者の中から任命権者が、内閣総理大臣と内閣官房長官との協議に基づいて行う。また、幹部職員の任用を適切に行うために必要があり、一定の要件を満たす場合には、直近下位の職制上の段階の幹部職へ降任することのできる特例を設ける。さらに、管理職への任用に関する基準を定め、その運用の管理等を行うとともに、管理職員の職責を担うに相応しい能力、経験を有する職員を育成する仕組みとして、幹部候補育成過程を設ける。官民の人材交流を推進するために必要な措置を講じる。

(2) 内閣官房に内閣人事局を設置

　　内閣人事局は、幹部職員人事の一元管理等に関する事務を担うとともに、政府としての人材戦略を推進するため、人事管理に関連する制度の企画立案、方針決定、運用を一体的に行う。具体的には、国家公務員制度の企画立案、行政機関の機構及び定員に関する審査等に関する事務等を司る。このような制度設計にあたり、職員の適正な勤務条件の確保及び人事行政の公正確保に配慮し、採用試験及び研修等に関する政令等を定めるにあたっては、人事院の意見を聞いて定め、特に各府省等の職員の職務の級の定数の設定及び改定等にあたっては、人事院の意見を十分に尊重することとする。内閣総理大臣は、人事院に対し、人事院規則の制定・改廃を要請することができる。

(3) 内閣総理大臣補佐官の所掌事務の変更、大臣補佐官を創設

　　内閣総理大臣補佐官の所掌事務、大臣補佐官の設置規定・所掌事務を定める。

２．小川淳也衆議院議員の質疑

　「自ら合意し賛成したはずの国家公務員制度改革基本法（以下、「基本法」とする）に規定された、その趣旨を根底から脅かしている今の政権の姿勢は信頼からは程遠い。国民生活に深い関わりのある基本法の行く末を含め、今後に大きな問題、懸念があることが表面化した」と指摘し、具体的に以下のような質問をした。

(1) 基本法が予定した措置期限が去る７月10日に過ぎ去った。基本法が規定した期限内に措置を講じられなかった責任をどう受け止めているか。

(2) 維新の会、みんなの党と共同提案の対案は政策決定に特に重大な影響を及ぼす事務次官、局長等を同一の職制とし、勤務評価に基づき、登用・降格を行うもの。次官の廃止を含め、幹部職の再整理も規定した。政府案にそうした問題意識は見当たらず、降格もわざわざ１段下を限界とし、部長職を下限とするため不適格でも課長への降格はできない。その場合はどうするのか。一昨年の自民党案からも後退したのではないか。その理由を問う。

(3) 基本法５条は幹部職員の公募の数値目標を掲げることとしている。野党共同提案では「総理が公募を一元的に行う」こととした。甘利法案にもその旨明記されていたはずだ。今回、甘利案から稲田案は後退したのか。それはなぜか。

(4) 幹部人事の一元管理は必要だ。しかしそれは公平公正に人事が行われ、私情、情実人事を廃してこそである。安倍政権発足後、日銀総裁、内閣法制局長官、ＮＨＫ経営委員など、総理の趣味、独断専行といえる人事が連発されている。「第一次安倍政権はお友達内閣」と揶揄された過去を忘れてはならない。内閣人事局長の上に立ち、全体を統括する官房長官の見識を問う。

(5) 基本法12条は国家公務員、附則２条は地方公務員の労働基本権回復を視野に入れ、自律的労使関係制度を措置すると規定している。これは法律が想定した５年以内、法制上の３年以内の措置事項に含まれると思うが、確認する。また、基本法には稲田大臣はじめ自民党は賛成したことも確認する。その上で、今回の政府案に検討規定すら無いことについて、その真意を問う。また、今後検討する用意があるか、無いか。あるとすればいつまでに何を検討し、どの時期に具体的な結論を得るのか方針を問う。

(6) 公務員の労働基本権は、「政府の与える特権」か。それとも「本来そこにあるべき権利の回復」の根本的な認識を問う。

　これに対して、稲田大臣（(1)～(3)・(5)・(6)）、菅官房長官(4)は以下のように回答した。

(1) 基本法施行後３年間で、政府は国家公務員制度関連法案を３度提出しており、基本法の責務を果たしていると考える。これらの法案は様々な議論があって、全て廃案となっていること、近年の公務員を巡る状況、環境の変化を踏まえて時代に応じた新しい公務員制度を構築することに留意し、改革の具体的内容を総括的な検証を行ってきた。よって、目標時期を過ぎたことを持って、直ちに基本法違反ではないと考える。

(2) 幹部の降任については、弾力的な人事配置の実現のために特例としてに降任させる措置が今回の法案で措置した特例降任制度であり、幹部職として不適格なため降任させる制度ではない。当該幹部職としての能力・実績を有する職員はできるだけ当該幹部職に近い官職で活用するのが適切であることから１段階の降任とした。基本法に則したもので、後退していない。

(3) 近年の地方公共団体の公募の実施に係る議論等を踏まえ、数値目標があることでその達成のため、無理に実施しようとしたりすることも懸念されることから、段階的な検証と、実施をするべきと考えた。

(4) 能力実績主義に基づいた客観的人事評価に基づくもので、指摘されるような人事配置にはならない。

(5) 基本法は、自公民の合意のもとに政府案を修正の上、成立している。基本法12条は「国民の理解のもとに自律的労使関係制度を措置する」と修正され、改革の時期を定めた４条１項に基づき、施行後３年以内を目途とし、必要な法制上の措置を講じることとされたもの。４条１項は、５条から12条までの改革についての目標時期を定めたもので、地方公務員の労働基本権にかかる附則２条はその対象ではないが、国家公務員の労使関係制度に係る措置に合わせ、これと整合性を持って検討することとされている。

(6) 労働基本権は国民に保障された権利だが、公務員についてはその地位の特殊性と職務の公共性から、必要最小限度の制限が許容されると解されていることを踏まえ、公務員の労働基本権は「特権」とは考えていない。ＩＬＯの勧告については、基本的に公務員制度改革について関係者と十分話し合うことや、改革の進展についてＩＬＯへの情報提供を継続することを要請したものと認識している。

二、内閣委員会について

　内閣提出「国家公務員法等の一部を改正する法律案」、民主党・日本維新の会・みんなの党共同提出「幹部公務員法案」、民主党提出「国家公務員法等の一部を改正する法律案」「国家公務員の労働関係に関する法律案」「公務員庁設置法案」等を一括して審議することとされ、各案の趣旨の聴取、与党による質疑が行われた。

　なお、民主党をはじめとした野党の質疑は、来週以降、行われることとなる。

以上
